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本日の内容

Ⅰ．データで見るわが国の在留外国人・訪日外国人旅行者をめぐる状況

Ⅱ．医療機関における外国人患者受入れ体制整備の基本的な考え方

Ⅲ．自院に適した体制整備の進め方

１．自院における外国人患者の受診状況や地域状況の把握

２．その上で「自分達に必要なこと」を見極めましょう。

３．必要な情報や活用できるリソース・連携を探してみましょう。

４．自院に適したフロー・体制ができたら、まずはそこから始めて

みましょう。
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Ⅰ．データで見るわが国の在留外国人・
訪日外国人旅行者をめぐる状況
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１．わが国の在留外国人をめぐる状況
①在留外国人数の推移

（出所：2024年度「出入国在留管理」）4



＜主な国籍・地域別在留外国人数の推移＞

（出所：2024年度「出入国在留管理」）5



＜国籍別・地域別構成割合＞

（出所：出入国在留管理庁「在留令和6年6月末現在における在留外国人数について」）

＜在留資格別構成割合＞

③国籍/地域別・在留資格別割合
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＜都道府県別在留外国人数（令和6年末）＞

（人）

（出所：出入国在留管理庁「在留令和6年末現在における在留外国人数について」）

＜都道府県別 令和元年に対する令和6年の増減率＞
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④都道府県別 主な国籍・地域別在留外国人の構成割合（2024年6月）
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中国 ベトナム 韓国 フィリピン ブラジル ネパール インドネシア その他

（出所：在留外国人統計）
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No. 国名 人数 構成割合

1 中国 59,619 27.2

2 ベトナム 35,458 16.2

3 フィリピン 22,500 10.3

4 ネパール 16,999 7.8

5 韓国 15,625 7.1

6 スリランカ 9,782 4.5

7 インドネシア 8,798 4

8 タイ 6,996 3.2

9 ミャンマー 5,237 2.4

10 台湾 4,084 1.9

11 ブラジル 3,617 1.7

12 ペルー 2,699 1.2

13 米国 2,647 1.2

14 インド 2,583 1.2

15 モンゴル 2,552 1.2

16 アフガニスタン 2,495 1.1

17 パキスタン 2,310 1.1

18 バングラデシュ 1,905 0.9

19 カンボジア 1,240 0.6

20 英国 976 0.4

21 その他 11,009 4.4

No. 国名 人数 構成割合

1 アフガニスタン 1,110 30.2

2 中国 676 18.4

3 ベトナム 317 8.6

4 フィリピン 243 6.6

5 台湾 167 4.5

6 インドネシア 147 4

7 韓国 135 3.7

8 タイ 100 2.7

9 スリランカ 90 2.4

10 ネパール 75 2

11 ミャンマー 60 1.6

12 バングラデシュ 60 1.6

13 モンゴル 46 1.2

14 パキスタン 43 1.2

15 ブラジル 35 1

16 米国 23 0.6

17 インド 16 0.4

18 カンボジア 15 0.4

19 英国 14 0.4

20 ペルー 10 0.3

21 その他 280 7.8

パシュトー語＆ペル
シャ語（ダリ―語）、イ

スラム教

＜千葉県全体＞ ＜四街道市＞

(出所：在留外国人統計）9
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永住者 技能実習 技術・人文知識・国際業務 留学 家族滞在 特定技能 定住者 日本人の配偶者等 特別永住者 その他

⑤都道府県別 在留資格別在留外国人の構成割合（2024年6月）

（出所：在留外国人統計）
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＜島根県（10,686人）と宮崎県（10,494人）を比べてみると＞

（出所：在留外国人統計） 11



２．訪日外国人をめぐる状況
（１）訪日外国人数の推移
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(出所：JNTO「訪日外客統計」を基に作成） 12



（２）地域・国籍別状況(2024年）

（出所：JNTO)
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国・地域

総数    Total

2019年
1月～12月

2024年
1月～12月

伸率（％）

総数 31,882,049 36,869,900 15.6
韓国 5,584,597 8,817,800 57.9
中国 9,594,394 6,981,200 -27.2
台湾 4,890,602 6,044,400 23.6
香港 2,290,792 2,683,500 17.1
タイ 1,318,977 1,148,900 -12.9

シンガポール 492,252 691,100 40.4
マレーシア 501,592 506,800 1.0
インドネシア 412,779 517,600 25.4
フィリピン 613,114 818,700 33.5
ベトナム 495,051 621,100 25.5
インド 175,896 233,000 32.5
豪州 621,771 920,200 48.0
米国 1,723,861 2,724,600 58.1
カナダ 375,262 579,400 54.4
メキシコ 71,745 151,800 111.6
英国 424,279 437,200 3.0
フランス 336,333 385,000 14.5
ドイツ 236,544 325,900 37.8
イタリア 162,769 229,700 41.1
スペイン 130,243 182,300 40.0
ロシア 120,043 99,300 -17.3
北欧地域 141,004 150,700 6.9
中東地域 95,160 166,300 74.8
その他 1,072,989 1,453,400 35.5

（赤字：伸び率上位10か国)
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順位 都道府県 延べ宿泊者数 順位 都道府県 延べ宿泊者数

1 東京都 56,803,870 25 岡山県 514,000

2 大阪府 25,393,930 26 栃木県 481,390

3 京都府 16,938,020 27 愛媛県 452,210

4 北海道 10,311,760 28 群馬県 432,480

5 福岡県 7,386,030 29 青森県 413,280

6 沖縄県 6,938,830 30 奈良県 399,920

7 神奈川県 4,420,400 31 岩手県 386,400

8 千葉県 4,407,820 32 滋賀県 336,850

9 愛知県 3,905,130 33 福島県 328,230

10 山梨県 2,554,720 34 茨城県 277,530

11 長野県 2,339,720 35 山形県 256,130

12 石川県 2,199,860 36 富山県 250,370

13 広島県 1,958,170 37 三重県 241,130

14 岐阜県 1,928,680 38 佐賀県 229,300

15 静岡県 1,885,580 39 埼玉県 227,690

16 大分県 1,568,820 40 宮崎県 213,080

17 兵庫県 1,505,800 41 徳島県 173,660

18 熊本県 1,471,730 42 高知県 131,730

19 香川県 906,740 43 山口県 125,530

20 和歌山県 787,900 44 秋田県 119,610

21 宮城県 776,630 45 鳥取県 118,390

22 長崎県 643,260 46 福井県 92,190

23 鹿児島県 620,050 47 島根県 83,710

24 新潟県 528,520 総計 164,466,780

（２）都道府県別外国人延べ宿泊者数（2024年）
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（３）都道府県別外国人延べ宿泊者数増減率（2014年、2024年）

順位 都道府県名 2014年 2024年 伸び率（%） 順位 都道府県名 2014年 2024年 伸び率（%）

1 福島県 44,040 328,230 645.3 25 島根県 28,000 83,710 199.0 

2 愛媛県 64,120 452,210 605.3 26 茨城県 94,070 277,530 195.0 

3 宮城県 117,150 776,630 562.9 27 福井県 31,530 92,190 192.4 

4 香川県 142,710 906,740 535.4 28 沖縄県 2,388,550 6,938,830 190.5 

5 石川県 348,290 2,199,860 531.6 29 秋田県 41,510 119,610 188.1 

6 青森県 74,010 413,280 458.4 30 和歌山県 284,790 787,900 176.7 

7 福岡県 1,357,300 7,386,030 444.2 31 奈良県 145,260 399,920 175.3 

8 山形県 48,220 256,130 431.2 32 山梨県 948,880 2,554,720 169.2 

9 京都府 3,291,010 16,938,020 414.7 33 北海道 3,890,590 10,311,760 165.0 

10 岩手県 77,130 386,400 401.0 34 愛知県 1,489,680 3,905,130 162.1 

11 徳島県 35,940 173,660 383.2 35 佐賀県 90,940 229,300 152.1 

12 岡山県 110,960 514,000 363.2 36 静岡県 786,310 1,885,580 139.8 

13 広島県 435,020 1,958,170 350.1 37 鹿児島県 266,000 620,050 133.1 

14 東京都 13,195,260 56,803,870 330.5 38 埼玉県 99,440 227,690 129.0 

15 大阪府 6,200,160 25,393,930 309.6 39 山口県 56,670 125,530 121.5 

16 大分県 400,400 1,568,820 291.8 40 兵庫県 697,910 1,505,800 115.8 

17 新潟県 135,520 528,520 290.0 41 鳥取県 58,830 118,390 101.2 

18 群馬県 112,280 432,480 285.2 42 富山県 142,070 250,370 76.2 

19 長野県 660,480 2,339,720 254.2 43 千葉県 2,667,200 4,407,820 65.3 

20 高知県 38,590 131,730 241.4 44 滋賀県 230,750 336,850 46.0 

21 岐阜県 597,690 1,928,680 222.7 45 三重県 178,520 241,130 35.1 

22 熊本県 475,400 1,471,730 209.6 46 宮崎県 161,020 213,080 32.3 

23 神奈川県 1,432,500 4,420,400 208.6 47 長崎県 492,510 643,260 30.6 

24 栃木県 159,400 481,390 202.0 総計 29,553,580 128,190,630 433.8



Ⅱ．医療機関における外国人患者受入れ体制整備の
基本的な考え方
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１．多様化する外国人患者と医療機関

＜第1類型：在留外国人患者＞

＜第3類型：病気や怪我で治療
を必要とする訪日外国人患者＞

＜第2類型：医療目的で
来日する外国人患者＞

＜医療機関＞

・緊急性の高い患者が多い。
・多くの医療機関に関わる問題であり、（外国人患者に慣れていない）医療機関でも関
与せざるを得ない。
・受診の段階では一切情報がない。
・「いつ」「どこで」「どのような状態・言語」の患者が受診するのか予測困難。
・医療文化・医療習慣の違いが大きい （日本の医療者は当該外国人患者の、当該外
国人患者は日本の医療文化・医療習慣を知らない。）
・100％自費診療のため、未収金リスクが高い。
・海外旅行保険や医療アシスタンス等、これまでとは異なる・不慣れな事務手続きが求められる。
・長期治療や高額治療の場合等には、「どこまで日本で行うか」という判断が求められる。

・（短期滞在者や留学・技能実習生等に増加に伴い）日本語でのコミュニケーションが困難な患者が
増えてきている。→通訳ニーズが高まってきている。
・様々な宗教・医療文化・医療習慣を有する患者が受診するようになってきている。
→特有のニーズへの対応が求められたり、「医療文化・習慣の違い」によるトラブルが発生する

 リスクが高まってきている。
・急性期から慢性期や介護、予防、出産など様々な領域での対応が必要。
・「オーバスステイ」や「難民」患者等、日本人患者とは異なる困難ケースが発生している。

17

外国人患者に対し
て円滑で安全な医
療を提供すると共
に、自院の職員の
ストレスや負担を減
らすためにも、一定
の受入れ体制の整
備が必要！



【参考①：中国の外来・入院の基本的流れ】

（出所：白川忍（国際医療福祉大学大学院非常勤講師「中国の医療事情について」より抜粋）18



例）多種多様な海外旅行保険とそれに伴う異なる医療費請求先の例（一部）

＜A病院（DPC病院）：股関節骨折・入院＞

＜公的医療保険加入者の場合＞
医療費：1,086,980円

＜自由診療の外国人患者の場合は1点20円で計算＞
医療費：2,161,936円を請求

Aさん
海外旅行保険
未加入

Aさんに全額請求

Bさん
海外旅行保険加入
（Pay&Claim型）

<Pay ＆Claim型＞
患者が全額医療機関に支
払い、母国に戻ってから保
険会社に請求するタイプ

Bさんに全額請求

Cさん
海外旅行保険加入
（医療アシスタンス付）

<医療アシスタンス付き＞
保険会社と提携している医
療アシスタンス会社が、保
険会社の指示に従って、支
払い保証（Guarantee of 
Payment “GOP”）の範囲内
において、医療機関が立替
払いしてくれるタイプ。なお、
このタイプの場合には、通
常、医療搬送手続きや通訳
手配等も行う。

医ア会社にGOPの範囲内
（例：上限150万円）は請求、
残り66万1,936円等はCさ
んに請求

Dさん
海外旅行保険加入
（医療アシスタンス付）
但し、免責事項に該当

<免責事項＞
保険商品の免責事項に該
当する場合には、補償の対
象外となったり、一部減額と
なったりする。

（免責事項に該当し、補償
一切なし）
Dさんに全額請求
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Question

在留外国人や訪日外国人旅行者の増加にともない、

医療機関を受診する外国人患者が増加してきているから、

医療機関は「外国人患者の受入体制」を整備する必要が

あるといわれているけど、一体何をどこまですればいい

の？（○○や○○の整備もしなければならないの…無
理。）

答え：まずは自院にとって「必要最低限」な体制整備は何か考えて、そ
こを目指しましょう。

（キーワード：リスクマネジメント、医療安全、コスト、効率性、持続可能性）

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q&esrc=s&frm=1&source=images&cd&cad=rja&docid=_W62iNVhcgjtjM&tbnid=tsJRTyF5NFPzpM%3A&ved=0CAUQjRw&url=http%3A//kids.wanpug.com/illust228.html&ei=82ZSUt_qC8qekQWzlYCIDQ&bvm=bv.53537100%2Cd.dGI&psig=AFQjCNH2HkDaXjWAAX8knJqfaKVS8s92Gg&ust=1381218415232450


Ⅲ．自院に適した体制整備の進め方（基本的考え方）

21



22

１．自院における外国人患者の受診状況や地域状況の把握

＜自院の状況を把握するための質問例＞

Q）直近○か月の外国人患者の受診数（外来・入院）は何人ですか？

Q）どのようなタイプの外国人患者が多いのですか？
（例：訪日、在留、在留の家族を訪問中の公的医療保険を有していない方）

Q）日本語でのコミュニケーションが困難な患者はどれくらいいますか？
また、その場合、どのような国籍・言語の患者が多いですか？

Q）どの時期（季節）・時間帯・診療科の受診が多いですか？

Q）どのルートでの受診が多いですか？
（例：ホテルから紹介された訪日患者、地域のクリニックから紹介された在留患者）

Q）地域の訪日外国人旅行者・在留外国人の現状、今後はどうですか？
（例：訪日旅行者が増えてきている、技能実習・特定技能の方が増えると予想される）

Q）近隣の医療機関の外国人患者の受入れ状況・体制整備状況はどうなっていますか？

Q）上記Q）を踏まえると、自院の機能や役割的に、今後、外国人患者の受診状況はどう
なっていくことが想定されますか？（orどうしていくべきかと考えますか？）

Q）これまで外国人患者対応に関してトラブルや未収金の発生等がありましたか？その原因はどのよう
なものでしたか？
（例：夜間に救急受診した訪日患者について、「翌日払い」をお願いしたケースについて何回か

未収金が発生している。）
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例）ニセコ町

https://www.town.niseko.lg.jp/resources/output/contents/file/release/
881/10190/R6irikomi_foreigner.pdf

宿泊客延数
10月 1,895人
1月 59,205人
→季節によって

31倍の違い

＜在留外国人をめぐる状況＞＜訪日外国人をめぐる状況＞

https://www.town.niseko.lg.jp/chosei/tokei/population/
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２．その上で「自分達に必要なこと」を見極めましょう。
（例）訪日の場合

（こちらのガイドブックは現在最終調整中です。準備が整いましたら、厚労省のWEBサイト等で、「外国人患者の受入れの医療機関向けマニュアル」等
と一緒に公表の予定です。）
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項目 受診形態 自院の対応

①情報収集は誰が、どのように行いますか？
外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

②通訳サービスの要否は、どのタイミングで、誰が、どのように行いますか？
外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

③通訳が必要な場合には、どのタイミングで、誰が、どのようにして通訳を利用できるように
しますか？

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

④大体の医療費や貴院で対応可能な支払い手段の方法等に関する情報は、どのタイミ

ングで、誰が、どのようにして患者（家族等）に伝えますか？

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑤海外旅行保険の情報等も含めて、患者の支払い能力の確認、どのようなタイミングで、
誰が、どのようにして行いますか？

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑥上記⑤により、患者に支払能力に問題や不安があることが判明した場合、その後、
誰がどのように対応しますか？

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑦医療アシスタンス会社等との対応が必要となった場合、誰がどのように対応しますか？
外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑧「日本でどこまで治療を行うのか」ということについて、誰が、どのタイミングで患者や家族

との話し合い、その方針を決定しますか？（Point4）

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑨患者が医師の指示に反して、治療を中断したり、退院を希望したりした場合にはどのよ
うに対応しますか？（Point5）

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑩患者の宗教等に基づく要望を誰が、どのタイミングで確認して、その対応の可否等につい

て患者に伝えますか？

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑪未収金が発生した場合には、どのように対応しますか？
外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

⑫○○○○○（自院独自で検討した方がよい事項があれば、項目を増やしてくださ

い。）

外来（日中）

時間外・休日

救急→入院

入門ガイドブックから

→上記を検討すると、おのずと人的・時間的・経済的負担が見えてきます。また、（体制整備として）取り組むべき内容（通訳体制・価格設定・
院内文書の翻訳化等）も具体的見えてきます。

→その一方で、人的・時間的・経済的負担を少しでも軽減できるような工夫も考えてみましょう。



＜参考：わが国の外国人医療をめぐる主な施策の変遷＞

年 関連施策等 備考

2010年（H22）年 「新成長戦略」
→国際医療交流（外国人患者の受入れ）の推進
・2011年 医療滞在ビザ創設
・2011年 外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）の創設

2013年（H25)年 「健康・医療戦略」
・2013年 Medical Excellence Japan（MEJ）の設立
→インバウンド・アウトバウンドの推進

2016年（H28）年 「日本再興戦略2016」（H28年6月2日閣議決定）
「明日の日本を支える観光ビジョン」（H28年）
・「観光立国の実現」
→「すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に」
「急患等にも十分対応できる外国人患者受入れ体制の充実」
→「2020年までに外国人患者が受入れ体制が整備された医療機
関を…現在の約5倍にあたる100か所で整備することを目標」

・厚労省：「外国人向け多言語説明資料」（院内書類5言語）
・厚労省：「医療通訳・外国人向け医療コーディネーターの

配置支援事業」
・厚労省：「医療通訳育成カリキュラム・テキスト」公表
・観光庁：「訪日外国人旅行者受入れ医療機関」リスト作成

2017年（H29）年 「未来投資戦略2017」
→「訪日・在留外国人患者が安心安全に日本の医療機関を受診できるように

…、2020年までに100か所で整備する目標を前倒し、本年度中の達成を
目指す。…これらの基幹医療機関に加え、地域の実情を踏まえながら外
国人患者の受入れ体制の裾野拡大に着手し、…充実を目指す。」

・厚労省：「電話医療通訳の利用促進事業」

2018年（H30年） 「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策」（6月）
→近年の訪日外国人医療施策はこちらを中心に展開

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（12月）
→2019年4月に創設される新しい在留資格「特定技能」を見据えて発表
→在留外国人関係の医療についても言及

・厚労省：「希少言語に対応した遠隔通訳サービス事業」
・厚労省（＋観光庁）
「地域の医療・観光資源を活用した外国人受入れ推進の
ための調査・展開事業」（継続）

２０20年 ＜新型コロナ関連（医療）＞
・厚労省「医療機関等における新型コロナウイルス感染症対応に資する電話医療通訳サービス事業」（無料）
・厚労省「医療機関における新型コロナウイルス感染症の外国人患者受入れのための設備整備事業」
・厚労省「新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関設備整備事業」等

これらの事業
も継続
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３．必要な情報や活用できるリソース・連携を探してみましょう。



＜総合対策の概要＞

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/kokusaitenkai/gaikokujin_wg_dai3/gijisidai.html
27



＜総合的対応策の概要＞

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/gaikokujinzai/index.html28
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３．必要な情報や活用できるリソース・連携を探してみましょう。
（例：通訳・翻訳関係の一部）

内容

厚生労働省

①外国人向け多言語説明資料 一覧
②医療通訳に関する資料 一覧
③厚生労働省委託事業「希少言語に対応した遠隔通訳サービス」
④厚生労働省委託事業「夜間・休日ワンストップ窓口」
⑤外国人患者受入れ医療コーディネーター配置等支援事業
⑥外国人患者受入れに資する医療機関認証制度等推進事業
⑦外国人患者受入れ医療コーディネーター研修事業
⑧訪日外国人受診者による医療費不払い防止のための支援資料の紹介及び不払い情報報告
システムへの協力

⑨団体契約を通じた電話医療通訳の利用促進事業
⑩研究班「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」等の公表
⑪補助事業「外国人患者受入れ情報サイト」

地方自治体
（東京都の場合）

①医療機関向け外国人患者対応支援ポータルサイト
②医療機関向け救急通訳サービス（、無料、通信費用は医療機関負担）
③外国人患者向け医療情報サービス、等

その他団体
①日本医師会・外国人患者向け医療ポータルサイト
②日本医師会会員医療機関向け医療通訳サービス
③AMDA国際医療情報センター・アムダ通訳ライン

民間団体
①各種、（遠隔）医療通訳・医療専用機械翻訳提供サービス
②医療通訳ボランティア
③（海外旅行保険会社・医療アシスタンス会社の）医療通訳サービス

→コスト面から言えば、個々の医療機関で体制整備を進めるよりも、複数・ 地域の医療機関単位で進めていくのも
有効な方法
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公益財団法人国際人材協力機構が
2023年3月1日～24日に実施した調査

によると加入率は76.4%

→「技能実習」・「特定技能」が多い地域では、登録支援機関との連携も効果的。
→訪日が多い地域では、近隣の宿泊施設や観光事業者の連携も効果的。

「医療」に専念できるように、関係する機関は
できるだけ巻き込んでいきましょう。



＜参考資料＞
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（２）厚生労働省補助事業「外国人患者受入れ情報サイト」

https://internationalpatients.jp
/
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https://internationalpatients.jp/
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ご清聴ありがとうございました。
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